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論　　説

　抄　録　近年，新興国の躍進とそれに伴うコスト競争の激化，製品ライフサイクルの短縮による研
究開発投資回収の困難化，更に，イノベーションに資する技術情報の高度化・遍在化が急速に進んで
いる。このような事業環境において競争力のある製品やサービスを生み出すために，多くの企業が自
社の研究開発のみに依存する“自前主義”から脱却し，積極的に社外のリソースを活用する“オープ
ンイノベーション”に舵を切っている。本研究においては，オープンイノベーション，特に外部のリ
ソース，すなわち「外部智」の導入に焦点を当て，その内部への導入・融合プロセスを事例に基づき
分析し，オープンイノベーション促進に貢献するための知的財産部門としての考え方，取り組み方に
ついて考察した。
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1 ．	はじめに

イノベーションは企業における事業競争力の
源泉であり，将来に渡り競争力を維持，発展さ

せるためには，継続してイノベーションを生み
出すことが必要不可欠である。一方，この10年
間で企業を取り巻く事業環境は激変している。
ものづくりにおけるモジュール化の進展に伴
い，BRICsをはじめとした新興国が躍進し，そ
の結果として激しいコスト競争が繰り広げられ
てきた。また，製品のライフサイクルは業種を
問わず短縮化する傾向にあり，それにより研究
開発投資の回収はますます困難になってきてい
る。更に，高度情報化の進展により，イノベー
ションに資する有用な知識や技術情報は高度
化，複雑化し，大学や研究機関，ベンチャー企
業等に広く遍在するようになった。このような
事業環境において競争力のある製品やサービス
を生み出すためには，スピード，効率等の観点
で自社のみの研究開発に依存する，いわゆる“自
前主義”ではもはや立ち行かなくなってきている。
このような状況から，積極的に社内外のリソ
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ース（知識，技術等）を活用してイノベーショ
ンを興すこと，すなわち，オープンイノベーシ
ョンが急速に広まってきた。政府は，「科学技
術イノベーション総合戦略2014」において，オ
ープンイノベーションを中心的な取り組みとし
て位置づけ１），政策的にも積極的に推進する体
制がとられつつある。こうした状況のもとで，
企業が研究開発活動においてオープンイノベー
ションを積極的に活用し，自社の事業活動に活
かしていくことが事業競争力の強化に必要不可
欠と考えられるようになってきた。
本研究においては，企業におけるオープンイ
ノベーションの実態を調査し，そのプロセスを
詳細に考察することにより，オープンイノベー
ションの促進に貢献する知的財産部門としての
考え方，取り組み方について検討を行った。

2 ．	オープンイノベーション

2．1　オープンイノベーションの現状

オープンイノベーションとは，ハーバード・
ビジネス・スクールのヘンリー・チェスブロウ
博士により2003年に提唱されたイノベーション
に関する概念であり，「企業内部と外部のアイ
ディアを有機的に結合させ，価値を創造するこ
と」であり，①組織の外部で生み出された知識
を社内の経営資源と戦略的に組み合わせること
と，②社内で活用されていない経営資源を社外
で活用することにより，イノベーションを創出
すること，の両方を指す２），とされている。
前章で触れたとおり，激化する経営環境にお
いて事業競争力を強化するためにはオープンイ
ノベーションの積極的活用が必要となってきて
いるが，実際には多くの日本企業は，オープン
イノベーションの必要性について理解しつつ
も，依然として“自前主義”の傾向が強いと考
えられ，必ずしも十分に活用されているとは言
い難い状況である。その要因としては，オープ

ンイノベーションに取り組むための組織体制の
不備，オープンイノベーションを行うための戦
略策定・技術評価の不足，連携先の探索及び関
係構築の困難さ等が挙げられている３）。
こうした課題に対して国としても，例えば，

オープンイノベーション推進に関するベストプ
ラクティスの発信を通じた体制構築の促進や連
携先としての大学，公的研究機関との橋渡し機
能の強化，連携をコーディネートする人材の育
成といった施策を講じており４），企業において
もオープンイノベーションを活用できる環境が
整いつつある。

2．2　オープンイノベーションの類型

オープンイノベーションは，前述のとおり「組
織の外部で生み出された知識を社内の経営資源
と戦略的に組み合わせる」ことと，「社内で活
用されていない経営資源を社外で活用するこ
と」と定義され，前者をインバウンド型，後者
をアウトバウンド型と分類される５）。例えば，
自社で保有していない技術を導入するための社
外との共同研究・共同開発はインバウンド型，
自社の事業方針に合致しなくなった社内プロジ
ェクトをスピンアウトすることはアウトバウン
ド型と分類される。ここでいう経営資源とは前
述のリソースそのものであり，その実体はイノ
ベーションに資する有用な知識や技術情報であ
り，ノウハウ，特許，学術文献，また，それら
を保有する人材や企業等様々な形態をとりうる。

図１　オープンイノベーションの類型
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ここで，社外に存在するリソースを「外部智」，
社内に存在するリソースを「内部智」と総称す
る。
本研究においては，事業競争力の維持発展の
ためには，イノベーションの基礎となる自社固
有の技術基盤の強化が重要との認識からインバ
ウンド型オープンイノベーション，特に外部智
の導入に焦点を当てて検討を行った。

2．3　オープンイノベーションと知的財産

知的財産権の本質は独占排他権であり，第三
者による使用を排除し，自ら独占的に使用する
ための権利である。従来の“自前主義”の研究
開発は，自社で生み出された発明等を自ら製品
化し，市場から利益を得るという枠組みであり，
知的財産権はその利益を確保するための手段と
して効果的に機能してきた。
一方，オープンイノベーションは，外部智を
社内に導入し，あるいは内部智を社外に提供し
てイノベーションを興すものであり，一見する
と知的財産権は社内外の枠を超えたオープンな
活動の障害になるようにも見える。
しかし実際には，オープンイノベーションと
知的財産権とは対立するものではなく，例えば
外部智の導入や内部智の外部提供では，特許ラ
イセンスや権利譲渡等を伴うことが普通であ
り，むしろ知的財産権はオープンイノベーショ
ンを成り立たせる重要な要素の一つとなってい
るのである６）。
また，知的財産戦略の観点では，従来型の“自

前主義”の研究開発においては自社事業の優位
性の確保や防衛等を目的とした知的財産権の確
保，権利行使といった主にリスク回避を主眼と
した戦略が基本であった。一方，オープンイノ
ベーションにおいては，他者との差別化を図る
ための自社固有の技術は自社の知的財産権とし
て確保した上で，事業化に必要な技術等は外部
から導入する，あるいは，自社の事業には必要

でなくなった技術は外部での活用のために供与
する，といったさまざまなケースが生じる。し
たがって，従来の自社事業の守りを目的とした
知的財産戦略に加えて，社外の知的財産の活用
を含めた多彩な知的財産戦略の実行が求められ
るようになる７）。

3 ．	智の融合とモデル化

3．1　外部智の導入と内部智との融合

（1）アプローチ
前述のとおり，オープンイノベーションにお
いて知的財産は重要な要素であることが示され
た。では，実際のオープンイノベーションの現
場において具体的にどのような知的財産マネジ
メントが必要となるのであろうか。この問いに
答えるために，原理に立ち返りオープンイノベ
ーションの核心部分である内部智と外部智の動
きから検討する。

（2）外部智と内部智との融合
インバウンド型オープンイノベーションは，

「組織の外部で生み出された知識を社内の経営
資源と戦略的に組み合わせる」ことであり，外
部智と内部智との「融合」がその本質といえる。
すなわち，外部智を導入し，自ら保有している
内部智と融合させることにより新たな智，「融
合智」を生み出し，それが製品やサービスを生
み出す原動力となる。
ここでオープンイノベーションの外部智と内
部智の融合に着目し，いくつかの事例に当ては
めてみると，融合の度合い（融合度）に相違が
あることが示唆された。便宜的に融合度が最も
高いものを類型Ⅰとし，最も低いものを類型Ⅲ，
中間的なものを類型Ⅱとし，類型ごとにその特
徴を以下のとおり整理した（表１）。
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①類型Ⅰ（融合度：高）
類型Ⅰは，外部智を導入し内部智と完全に融
合することにより，内部智自体が変化して融合
智が生じ，それが新たな内部智となる形態であ
る。
類型Ⅰには，基盤技術や基礎的な要素技術に
関する事例が多くみられ，外部智の導入先とし
て大学や公的研究機関等が多いのが特徴であ
る。例えば，内部智である化合物合成に関する
技術に対し，より効率的な新規合成法を大学と
の共同研究により外部智として導入し，内部智
と融合させることにより，内部智自体の発展を
図るという事例が挙げられる。
類型Ⅰでの外部智導入は，「内部智の強化や
将来の自社技術の選択肢拡大」が主たる目的と
考えられる。
②類型Ⅱ（融合度：中）
類型Ⅱは，外部智を導入し，内部智の一部と

融合することにより，内部智に変化が生じる形
態である。この類型では，外部智として研究開
発上の課題解決に必要となる応用技術が多くみ
られ，内部智の主要部分（自社固有技術等）に
は変化は生じないことが多く，周辺部分での変
化に留まる。
外部智の導入先としては，類型Ⅰと異なり大

学等の研究機関よりも中小を含めた企業が多い
のが特徴である。著名な事例では，Philips社の
「ノンフライヤー」８）の開発が挙げられる。油
を使わずに揚げ物を作るという課題に対し，内
部智として保有していた調理器の技術では解決
できなかった。そこでベンチャー企業との協業
により，より効率的かつ低コストな「高温熱風
循環技術」を外部智として導入し，先の課題の
解決に成功したのである。
この事例では，外部智と内部智の融合度は中
程度と考えられ，内部智である自社保有の調理

表１　外部智と内部智との融合度による類型
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器の技術に変化はないが，揚げるという課題に
関して，新たに技術的な解決の選択肢を獲得し
たことになる。
類型Ⅱでの外部智導入は，「研究開発におけ
る課題解決やスピード向上」が主たる目的と考
えられる。
③類型Ⅲ（融合度：低）
類型Ⅲは，外部智の導入により内部智との境

界で部分的な融合が生ずるが，内部智自体はほ
とんど変化しない形態である。
類型Ⅲには，内部智とは別種の製品化におい

て不足している実用的な技術が多くみられる。
実用的な技術が求められることから外部智の導
入先はほとんどが企業である。著名な事例では，
P&G社の「文字やイラストが印刷されたポテ
トチップ」８）の開発が挙げられる。この事例で
は，自社のポテトチップに文字やキャラクター
を印刷するために外部智として特殊な印刷技術
を導入したものである。この事例では，内部智
であるポテトチップの製造技術自体は変化せ
ず，製品化において不足している食材への印刷
技術を外部から調達した形になる。
類型Ⅲでの外部智導入は，「製品化やサービ
スにおける不足技術やパーツ等の補完」が主た
る目的と考えられる。

（3）考　察
インバウンド型オープンイノベーションを外

部智と内部智との融合度により類型化すると外
部智の特徴，導入先及び外部智を導入する目的
等に相違があることがわかった。すなわち，内
部智の強化や将来の自社技術の選択肢拡大を目
的として基盤技術や基礎的な要素技術を大学等
の研究機関から導入する場合は，既に保有して
いる内部智との総体的な融合を図る必要があ
り，融合度は高くなると考えられる。一方，研
究開発における課題解決やスピード向上及び製
品化やサービスにおける不足技術やパーツ等の

補完を目的として応用技術や実用的な技術（場
合によっては物品そのもの）を主に企業から導
入する場合は，目的に合致した外部智を必要な
範囲で内部智と融合すればよく，相対的に融合
度は低くなると考えられる。
本研究の目的であるイノベーションの基礎と
なる自社固有の技術基盤の強化という観点で
は，外部智との融合度が高く，内部智自体が全
体として変化する類型Ⅰのオープンイノベーシ
ョンが重要と考えられる。

3．2　N／S（ニーズ／シーズ）モデル

オープンイノベーションの核心部分である外
部智と内部智との融合プロセスを中心に据え，
更にオープンイノベーション全体に視野を広げ
て概観してみると，以下のような流れでイノベ
ーションが進むと考えられる。
まず，こういった製品やサービスが欲しいと

いう社外のニーズが存在し，それがすなわち自
社の研究開発における解決すべき課題となる。
この課題の解決に必要となる内部智を把握し，
研究開発がスタートする。ここで内部智が課題
解決に対して不足している場合，これまでは自
社の研究開発により不足する技術を充足させて
きた（“自前主義”）。これを社内外にこだわら
ず最適な技術を活用するという観点から外部智
の導入により充足させることがオープンイノベ
ーションである。
オープンイノベーションにより導入した外部

智は内部智と融合し，融合智，すなわち新たな
内部智を形成し，これが原動力となって新たな
製品，サービスが生み出される。
この一連のプロセスは，以下の５段階に整理
することができる。
①�製品，サービスに関する社外のニーズを把
握して研究開発上の課題として設定し，そ
れを解決するための内部智と不足する技術
を把握する。

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 67　No. 2　2017 203

②�内部智で不足する技術に対し，それを満た
す外部智を探索し，導入する。
③内部智と外部智を融合させる。
④融合智，すなわち新たな内部智を創出する。
⑤�新たな内部智により課題を解決し，新たな
製品，サービスを生み出す。
この５段階で表されるオープンイノベーショ
ンのプロセスを整理すると，図２で示すモデル，
「N／Sモデル（ニーズ／シーズモデル）」で表
すことができる。
社外のニーズに対し，内部智（社内のシーズ）
と不足技術を補う外部智（外部のシーズ）から
創出された新たな内部智（新たな社内のシーズ）
を適用して新たな製品，サービスを生み出す流
れを可視化したものである。
N／Sモデルを用いることにより，オープン

イノベーションの全体像を俯瞰することがで
き，また，オープンイノベーションの個々のプ
ロセスでの内部智と外部智の動きを把握するこ
とができる。
次章では，N／Sモデルを用いて具体的なオ
ープンイノベーションの事例における内部智と
外部智の動きを分析し，それぞれの局面での知
的財産視点の検討事項や具体的な知的財産活動
について考察した。

4 ．	事例分析

4．1　事例にみる知的財産活動の実態

本章では，N／Sモデルを活用して，オープ
ンイノベーションの具体的な事例について外部
智と内部智の動きとそのプロセスにおける知的
財産部門としての寄与について考察する。

（1）事例１：ガス漏れ警報器
本事例は，知的財産部門がプロジェクトの一
員として参画することで，自社の持つコア技術
（内部智）を明確に特定し，対処すべきガス漏
れ検知の誤報対策という課題を抽出し公開する
ことにより，的確な外部智を導入し，技術開発
を成功に導いた事例である。
Ａ社は自社のコア技術として，半導体式ガス

漏れセンサの技術を有しており，ガス漏れをよ
り正確に検知し，誤報対策を行いたいと考えて
いた。検知のメカニズムを分析するにあたって
は，センサの表面状態の解明が必要なため，分
析可能なレベルまでセンサを薄膜化する必要が
あった（図３①）。
しかし，センサの薄膜化を実現するためには，

当時Ａ社が有していたコア技術を含む内部智だ
けでは不充分であった。そこでＡ社はセンサの

図２　N／Sモデル（ニーズ／シーズモデル）
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薄膜化という課題（ニーズ）をオープンにし，
表面・触媒化学の世界的な研究者である大学教
授を招聘研究員として招くこととした。これに
よりその研究者が保有する専門知識を外部智と
して導入し（図３②），自社のコア技術と融合（図
３③）させて研究を進めた結果，求めていたセ
ンサの薄膜化技術を確立することに成功した。
更に，確立した薄膜化技術を利用することに

より，センサの省電力化，長寿命化，低コスト
化，均一性等の副次的効果（図３④）を同時に
得られるということが明らかになってきた。そ
の結果，当時のガス警報器では，圧倒的に優位
な性能レベルを有する製品を作り上げることに
成功した。
本事例を成功に導いた要因は，図３のN／S

モデルの①のプロセスに存在すると考える。
Ａ社では，毎年，知的財産担当者も在籍する
オープンイノベーション推進部門が，自社のコ
ア技術を特定し，ニーズの抽出を明確にすべく，
全国各地の開発拠点を行脚し，しっかりと時間
をかけてヒアリングを実行している。
ヒアリングに同席する知的財産担当者は，コ
ア技術を保護している自社の知的財産の情報及
び関連する他者の知的財産の情報という客観情
報を示すことで自社のコア技術を特定するサポ
ートを行っていると考えられる。
研究開発を阻害している課題（ニーズ）の抽
出にあたっては，特定したコア技術が外部から

導入した技術と融合する可能性を十分に検討
し，コア技術が簡単に他者に模倣されないこと
を知的財産面から対策した上で，外部にオープ
ンにする課題を戦略的にコントロールしている
と言える。オープンイノベーションの端緒とな
る図３の①のプロセスからプロジェクトに知的
財産担当者が関与し，知的財産の観点からコア
技術の特定とニーズの抽出を推進したことが，
その後の外部智の導入（②），導入した外部智
とコア技術との摺り合わせによる技術開発と確
立（③，④），製品化（⑤）までスムーズに行
えた要因と考える。

（2）事例２：蓄熱機能付き吸着材
本事例は，事例１と同じＡ社の別の事例で，

知的財産担当者がプロジェクトの一員として参
画し，開発部門と問題点についての情報の共有
化を行い，吸着材の性能を向上させるための技
術をタイムリーに外部から導入することによっ
て，短期間で商品化に成功した事例である。
本事例の吸着材は，活性炭を用いた吸着材で，

自動車やオートバイの燃料タンクからガソリン
蒸気が大気中に放出されるのを抑制する機器
（キャニスター）に使用されるものである。活
性炭等の吸着材を用いたキャニスターでは，燃
料蒸気を吸着する際には，発熱反応による温度
上昇に伴い吸着性能が低下し，逆に，吸着した
燃料成分が脱離する際には，吸熱反応による温
度低下に伴い脱離性能が低下する。そのため，
このキャニスターに使用する吸着剤は，温度変
化を抑制し，耐久性に優れるという特性を満た
す必要があった（図４①）。
Ａ社は吸着材（活性炭）に関するコア技術を

保有していたが，キャニスターへの使用に向け
て温度変化を抑制しつつ耐久性を向上させるべ
く，オープンイノベーション推進部門と協力し，
自社技術に融合することが可能な技術を外部か
ら導入できないか探索することにした（図４②）。

図３　ガス漏れ警報器に関する外部智導入
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課題である温度変化を抑制し，かつ耐久性を
向上させる技術を探索し，蓄熱機能に関する技
術を見出した。この技術を外部智として導入し，
自社で保有する吸着剤に関する技術と融合（図
４③）させることにより，新たな吸着材を短期
間で完成させることができた（図４④）。この
技術の完成により，今までにない新たな吸着材
の事業化に成功した（図４⑤）。また，この技
術の導入の過程で，吸着材の配合の仕方・割合
等のノウハウも，新たな自社コア技術（新しい
内部智）として確立された。
本事例を成功に導いた知的財産部門の関与と
しては，特に図４のN／Sモデルの①及び②の
プロセスに存在すると考えられる。
事例１と同様，本事例においても，Ａ社は，
知的財産担当者が在籍するオープンイノベーシ
ョン推進部門がプロジェクトの一員として，開
発部門と連携を取りながら進めている。
N／Sモデルの①及び②のプロセスにおける
調査は，単に関連する技術を検索して開発部門
に提供するのではなく，ヒアリング等から自社
のコア技術を把握し，外部から導入する技術を
明確にした上で行われている。更に，調査によ
り得られた結果を知的財産部門で内容を精査し
た上で，開発部門に確度の高い情報として提供
し，開発が早く進められるような配慮もなされ
ている。技術の導入先の絞り込みでは，その導
入先が自社と共同開発又は事業を進めていく上

で支障がないか，他者の特許を侵害していない
か等の調査を，また，導入先決定後は，共同開
発から実施に至る契約等の業務を担っている。
このような技術の探索から実施までの一連の
作業において，知的財産担当者は，自社のコア
技術の特定，導入先の絞り込み，侵害等のリス
ク管理，契約対応等，さまざまな面からのタイ
ムリーなフォローを行っている。本事例におい
ても，事例１と同様，オープンイノベーション
の端緒となる①のプロセスからプロジェクトに
知的財産部門が関与し，一連の作業に対し，タ
イムリーに対応を行ったことが短期間での商品
化に成功した一つの要因と考えられる。

（3）事例３：バイオマーカー
本事例は，知的財産部門がオープンイノベー
ションのスタート時点から入り込み，糖鎖マー
カーを用いた肝線維化検査技術の実用化という
ゴールを関係部門と共有したことで，その後の
知的財産面でのタイムリーなサポートを実現し
成功に導いた事例である。
Ｂ社は自社のコア技術として，血液や体液に
含まれるタンパク質を迅速かつ高感度に測定す
る技術を有していた。この技術は，感染症や腫
瘍マーカーを検査するのが主なアプリケーショ
ンであったが，新たに他社が保有していない独
自のバイオマーカーを開発したいと考えていた
（図５①）。

図４　蓄熱機能付き吸着剤に関する外部智導入

図５　バイオマーカーに関する外部智導入
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そこでＢ社は，糖鎖マーカーに着目し，これ
により慢性肝炎及び肝硬変の疑いのある患者の
血液から肝臓の線維化の進行度を測定できると
考え，公的研究機関が中心となって発足した糖
鎖マーカーの実用化に向けたプロジェクトに共
同開発者として参画し，その結果，糖鎖マーカ
ーの知見獲得に成功した（図５②）。
当時の技術では，糖鎖マーカーの測定に時間
がかかり，臨床現場で実際に使用する上での課
題があった。Ｂ社は公的研究機関と共同で糖鎖
マーカーを迅速に測定する技術の研究開発を実
施し，自社のコア技術であるタンパク測定技術
と融合を図った（図５③）。これによりＢ社は，
臨床現場で応用しうる迅速な糖鎖マーカー検査
技術を完成し，肝臓の線維化検査用試薬を完成
させることに成功した。更に保険適用を受ける
ことができた（図５④）。
この完成させた試薬をＢ社のタンパク測定装
置で使用することにより，以前と比較してきわ
めて短時間で測定ができ，入院を必要とせず採
血のみで肝臓の線維化進行の度合いを迅速に測
定することが可能となった（図５⑤）。Ｂ社は
この試薬開発で培った糖鎖マーカーを更に進化
させるべく，新たなバイオマーカーの開発を進
めている。
本事例を成功に導いた知的財産部門の関与と
しては，図５のN／Sモデルの①のプロセスに
存在すると考える。
知的財産部門は，事業部が持っていた糖鎖マ
ーカーを用いた肝疾患診断システムを実用化す
るという目指すゴールイメージをプロジェクト
の初期段階で共有している。その上で，社内の
コア技術を明確にするため，自社保有特許の調
査を行い，事業部がプロジェクトのどの部分に
おいて自ら研究開発を行い，外部には何を求め
るのかという点について見極めるため，的確な
サポートを行ったと思われる。その結果，糖鎖
マーカーの知見については外部に求め，自社の

持つ血液や体液から簡便に疾患由来成分を分析
し検査する技術に適用するという進め方にした
と考えられる。
社内にはない知見を獲得し，商品化に繋げる

というゴールを関係部門と共有し，それを達成
するためのオープンイノベーションを進めてい
く上で端緒となる図５の①の調査は，知的財産
部門の非常に重要な役割であると言える。この
調査により導入する外部智を特定するという最
初の段階から関与したことで，外部智を保有し
ている相手を探索する調査（②），目指すゴー
ルに応じた共同研究や，委託研究，不実施補償
等を考慮した契約対応（③），そしてオープン
イノベーションの成果の特許としての出願（④）
といった一連の研究開発をタイムリーにサポー
トすることができたと思われる。

4．2　事例分析のまとめ

N／Sモデルを用いてオープンイノベーショ
ンのきっかけとなる社外のニーズ，そのニーズ
を満たすために必要な外部智及び各社が保有し
ているコア技術（内部智）の３要素に着目し，
オープンイノベーションにおける知的財産部門
の関与について詳細に分析を進めてきた。
分析してわかったことは，N／Sモデルで示

された①～⑤の各プロセスにおける一つ一つの
知的財産活動は，実はオープンイノベーション
だからといって特段変わった業務というものは
ほとんどなく，むしろ特許調査，出願等といっ
た知的財産部門が日常的に取り組んでいる業務
そのものの地道な積み重ねであるということで
あった。
しかし一方で，N／Sモデルで示される各プ

ロセス，特にプロジェクトのスタート時点から
関係するオープンイノベーション推進部門や事
業部門と密に連携し合い，能動的に適切かつタ
イミングよく関与することでオープンイノベー
ションに貢献していることも同時に見えてきた。
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したがって，オープンイノベーションにおけ
る知的財産部門の貢献には，業務の種類や内容
ではなく，知的財産部門の業務自体を目的に合
わせていかに関係部門と連携させて進めるかと
いう知的財産マネジメントが重要であることを
示しているといえる。

5 ．	考察と提言

5．1　�オープンイノベーションに貢献する
知的財産マネジメント

前章において述べたように，オープンイノベ
ーションの先進的企業においては，知的財産部
門がオープンイノベーションにその一員として
参画し，関係部門と密に連携し合い，適切かつ
タイムリーな知的財産マネジメントを実現して
いた。
そこで，実際のオープンイノベーションの現
場において，どのようなポイントを押さえて実
際の知的財産マネジメントを実践しているかを
前章における各事例分析から考察した。
各事例における知的財産活動の共通点として
は，まず，知的財産部門がオープンイノベーシ
ョンが実際に始まる前の企画段階から関与し，
その目的（ゴール）を関係部門と共有していた
点が挙げられる。また，その関わり方について
も，知的財産の専門家としての単なるアドバイ
ザー的な役割ではなく，オープンイノベーショ
ンの各プロセスで必要と考えられる知的財産活
動を俯瞰し，関係部門に対して積極的に働きか
けるという能動的なものであった。
そして，オープンイノベーション開始後の実

行段階においても，知的財産部門の保有する強
みを活かして関係部門と協働することで，オー
プンイノベーションを円滑に推進することに繋
げていた。
以上の考察に基づき，実際のオープンイノベ

ーションの現場における知的財産マネジメント

の重要なポイントとして，以下の３点を提言する。

以下，それぞれのポイントの考え方について
説明する。
また，このような提言も，具体的な行動が伴

わなければ画餅に帰すだけである。そこで，こ
の提言を実際に行動に移すための具体的な取り
組みについても併せて提案する。読者において
は，自社の技術分野（業種），規模，社内での
知的財産部門と関係部門との連携状況等を鑑み
て，採り入れられる方策があれば積極的に取り
組んでほしい。

5．2　�知的財産マネジメントのポイント	
～考え方と実現するための具体策

（1）�『初動』…オープンイノベーションのス
タート時点から参画する。

【考え方】
「スタート時点での目的の共有化」
オープンイノベーションにおいては，自社の
コア技術を把握した上で，外部智をどのように
取り入れるかをスタート時点で適切に判断する
ことが，事業化というゴールを達成できるか否
かの大きな鍵を握る。例えば，導入する外部智
が他者特許を侵害しているか否か，知的財産権
により保護されているか否かといった視点は，
事業の成否にかかわる重要事項である。
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実際に前章の事例では，知的財産部門は，自
社の競争力の源泉となるコア技術とそれを保護
する知的財産の価値評価，外部智を保有する相
手の知的財産の価値評価とリスク評価といった
重要な役割をオープンイノベーションのスター
ト時点から担っていた。
このように，知的財産部門としてはオープン
イノベーションを企画するスタート段階からそ
の一員として主体的に関与して適切な知的財産
活動を推し進めることが重要である。そのため
にはスタートの時点でオープンイノベーション
推進部門，企画部門，事業部門，研究開発部門
等の関係部門と事業上のゴール，すなわち目的
と想定される成果を共有することが何よりも重
要となるのである。
【実現するための具体策】
「関係部門との情報共有の仕組み作り」
知的財産部門がスタート時点から参画するた
めには，研究開発部門や事業部門，企画部門等
の関係部門と日常的に情報共有を行うための仕
組みが必要である。実際に多くのオープンイノ
ベーションの先進的企業では，外部智導入のス
タート段階から知的財産部門（又はそれに相当
する機能の組織や担当者）が関与する仕組みを
持っていた。
知的財産部門が関与する仕組みを作るために
は，知的財産部門のトップの行動が必要となる。
関係部門と連携した業務推進を見据えて，トッ
プ自ら関係部門（のトップ）に働きかけ，現場
の担当者が関係部門と協業しやすい環境を整備
すること（枠組み作り）が重要である。
関係部門との協業の枠組みとしては，Ａ社の
事例のようにオープンイノベーション推進組織
に知的財産担当者を配置するといった組織上の
対応を行っているケースがみられた。他にも運
営面からの対応として，事業部門，研究開発部
門及び知的財産部門がオープンイノベーション
のスタート段階から定期的な協議の場を設けて

いる化学会社の事例もあった。
知的財産担当者としては，受動的に待ってい

るだけでは必要な情報は得られないことをよく
認識した上で，公式非公式を問わず関係部門と
の接点となる場をフルに活用し，自社の研究開
発の動向，技術的ニーズや保有しているシーズ
に関する情報を積極的に収集し，整理しておく
必要がある。実際に，ヒアリングした化学会社
の事例では，知的財産担当者が頻繁に関係部門
の打ち合わせに出席し，日常業務を通して積極
的な情報収集を進めていた。こうした取り組み
は比較的容易に取り組めるのではないだろうか。

（2）�『先見』…必要となる知的財産活動を先
読みし，関係部門に提案する。

【考え方】
「外部智導入のリターンとリスクの認識」
外部智を導入することによる大きな特徴は，
自社が保有する知的財産だけではなく，外部智
が存在することと外部智と自社技術が融合して
新たな内部智，すなわち融合智が生まれること
が挙げられる。ここで外部智や融合智といった
知的財産は内部智のように必ずしも自社での占
有を前提とできるものではない。このため，外
部智を導入することに伴う知的財産上のリター
ンとリスクが存在する。
したがって，知的財産部門としては，導入す

る外部智や外部智と自社技術を融合することに
より生じる融合智の扱いを予め想定した上で必
要となる知的財産活動を先読みして推し進める
ことが必要不可欠となる。
また，必要となる知的財産活動に関する情報

は単に知的財産部門内に留めていても意味がな
い。知的財産活動は各関係部門と連携して進め
るべきものであり，オープンイノベーションの
各プロセスで必要となる知的財産活動を関係部
門に対して積極的に提案し，関係部門を巻き込
むことで初めて価値を持つのである。
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【実現するための具体策】
「智の動きの可視化とリスクの認識共有」
オープンイノベーションの各プロセスで必要
となる知的財産活動を予め先読みするためには
オープンイノベーションに伴う知的財産上のリ
ターンとリスクを把握することが重要であり，
それらを把握するためには，まず社内外の智，
すなわち「自社のコア技術」，「外部智導入先の
外部智」，「外部智導入に伴い生じる融合智」そ
れぞれの智の動きを可視化し，事業上の位置付
けと競争力への寄与を確認することから始める
と良い。
社内外の智の動きを可視化するにあたって，
本研究で提案したN／Sモデル（図２）のよう
なフレームワークをぜひ活用いただきたい。N
／Sモデルは，社内外の智の動きを正確かつ容
易に分析することができるだけでなく，関係部
門と知的財産上のリターンとリスクについて共
通認識を持つためのツールとして役立つと考え
ている。関係部門と認識を共有化することで，
導入する外部智とコア技術の明確化，情報のコ
ンタミネーションの防止，導入する外部智が他
者特許を侵害していないかの調査，新たに生じ
る融合智を予め想定した上での共同開発契約や
事業提携の契約等を適切な内容とタイミングで
実行することができる。
なお，Ｂ社では，オープンイノベーションに
伴う知的財産上のリターンとリスクについて関
係部門と認識を共通化するために，関係部門に
対する従来の知的財産教育プログラムを大幅に
改訂した。具体的には，知的財産制度や法律的
な解説ではなく，ケーススタディやディスカッ
ションを通してオープンイノベーションにおい
て実践的に役立つトレーニングを推し進め，ボ
トムアップを行っているとのことであった。こ
のような実践的な教育はオープンイノベーショ
ンの各プロセスで円滑に知的財産活動を進める
上で大いに役立つものと考える。

（3）�『協働』…関係部門と協働し，適切かつ
タイムリーな知的財産活動を実行する。

【考え方】
「幅広い業務へのスピーディーな対応」
オープンイノベーションに伴うメリットを最
大限に活かすためには，事業における成果に関
する知的財産網を構築することはもちろん重要
であるが，それだけではなく調査や契約等を含
めた関係部門に対する手厚い支援も重要となる。
前章の各事例においても，知的財産部門は自
社の競争力の源泉となるコア技術とそれを保護
する知的財産の価値評価，導入する外部智を保
有する相手の知的財産の価値評価とリスク評
価，あるいは開発成果の帰属とその取り扱いに
ついて事業化のゴールを見据えた契約締結を進
めるといった幅広い業務に対応していた。
また，オープンイノベーションを推進する一
つの大きな目的は，開発のスピードアップであ
り，知的財産部門においてもあらゆる業務にス
ピーディーに対応することが必要となる。
ヒアリング先のある企業においては，関係部
門との情報共有を密に行うことで，適切なタイ
ミングでの知的財産活動に結び付けており，知
的財産部門の対応がボトルネックとならないよ
うにしていた。
優れた多種多様な外部智を導入するために国
内に留まらずグローバルレベルでのオープンイ
ノベーションを推進する動きも活発化してお
り，導入先が海外企業となることも想定される。
従って，グローバルスタンダードに適合したス
ピードで対応することも重要である。
【実現するための具体策】
「知的財産担当者のスキル向上と多能化」
知的財産部門が能動的にオープンイノベーシ
ョンの一員として参画するためには，知的財産
網構築といった従来の知的財産業務だけでな
く，知的財産という客観的情報を集積している
強みを活かした新たな価値を関係部門に提供す
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ることも重要となる。例えば，知的財産情報を
活用し，自社のコア技術に関する情報や有用な
外部智を保有している導入候補先に関する情報
を関係部門に提供することが挙げられる。すな
わち，関係部門が欲する情報をタイムリーに提
供することで，オープンイノベーションを円滑
に進められ，また，それにより知的財産部門の
参画が必要であることが関係部門にも浸透する
ことにも繋がる。
このように知的財産担当者としては，研究開

発のスタイルが自前主義からオープンイノベー
ションへと変わっていることを認識し，専門知
識とスキルを含めた知的財産に関する基礎力の
向上に努めて，業務のスピードアップ，調査分
析能力の向上等を図るとともに，一つの業務に
留まらず様々な業務を経験して業務の幅出し
（多能化）に努めることが必要である。更に，
関係部門と連携して業務を進めるためにコミュ
ニケーション能力を磨くことも心掛けたい。
一方，知的財産部門のトップとしては，オー
プンイノベーションへの環境変化に対応して知
的財産担当者のスキルを向上させるための施策
を進めることが望ましい。Ｂ社では，オープン
イノベーション主体へと環境が変わったことを
受け，事業戦略やイノベーションの仕組みへの
理解を深めるための知的財産担当者に対する教
育を進めていた。知的財産担当者が事業戦略を
理解した上で，リスクをコントロールし，リタ
ーンを最大化するために取りうる最善の方策を
積極的に提案できるようにするためである。

6 ．	�おわりに～求められる知的財産部
門の意識変革

前章までに，オープンイノベーションにおい
て知的財産部門としてなすべき特別な業務とい
うものはほとんどなく，むしろ日常的な知的財
産業務の地道な積み重ねであること，同時にオ
ープンイノベーションの目的に合致するような

知的財産マネジメントが重要であることを明ら
かにした。すなわち，オープンイノベーション
のスタート時点からその一員として参画し，社
内外の智の動きを可視化し，全体像を俯瞰して
必要となる知的財産活動に関係部門を巻き込む
こと，更にオープンイノベーションの各段階に
おいて必要となる知的財産活動を適切かつタイ
ムリーに実行することで，オープンイノベーシ
ョンの促進に貢献できることを明らかにした。
前章の提言に基づいて知的財産業務を確実に

実行できれば，明日からでも知的財産部門はオ
ープンイノベーションに即した実戦的な体制に
生まれ変われる。しかし，現実にはその重要性
は理屈として理解したとしても即座に実行する
ことは実際には難しいと感じるのではないだろ
うか。それは，知的財産部門がこれまで培って
きた“文化”の壁が存在し，それを越えなけれ
ばならないからである。
従来の知的財産部門は，“自前主義”での研

究開発のもとで，他者権利の侵害を回避し，自
社で生み出した研究開発成果を権利化すること
で自己実施の確保や自社製品の保護，他者排除
を主たる目的として活動してきた。また，他者
へのライセンスも自社実施の担保のためのクロ
スライセンス等，自社による実施が基本として
あった。このため自己実施の担保が最重要とい
う専守防衛的なリスク回避の発想が根底にあ
り，それゆえ保守的，受動的な実務対応が知的
財産部門の“文化”であったといえる。
しかしながら，製品のライフサイクルの短縮
化やコスト競争の激化といった事業環境の変化
に伴い，事業部門や研究開発部門は従来の“自
前主義”の意識から脱却し，積極的に外部智を
活用するオープンイノベーションへと舵を切っ
ている。こうした状況において，知的財産部門
だけが従来のようなリスク回避中心の考え方や
受動的な対応を取り続けていては到底オープン
イノベーションに貢献することはできない。つ
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まり，オープンイノベーションの推進にあたっ
ては，知的財産部門自身も従来の考え方や取り
組みを見直し，意識変革することが必要なので
ある。
では，どのような意識変革が必要なのであろ
うか。それは事業部門，研究開発部門と同様に，
知的財産部門としても“自前主義”の意識から
脱却し，今や事業環境はオープンイノベーショ
ンが前提となっていることを十分に認識するこ
とである。より具体的には，自社の知的財産の
権利化といったミクロな視点のみに捉われず，
事業の成功のために何が必要かというマクロな
視点を持ってイノベーションプロセスの全体を
俯瞰し，リスクをコントロールしつつ事業上の
リターンを最大化するという全体最適を図る知
的財産戦略を立案し，推し進めることが必要な
のである。
このような意識変革を実行し，各社における
状況に合わせて前章で掲げた具体的な取り組み
を実行していくことが，オープンイノベーショ
ンの促進に貢献する知的財産部門への第一歩と
なる。そして，広い視野と高い意識を持ってオ
ープンイノベーションにその一員として主体的
に参画することで，オープンイノベーションに
貢献できる知的財産部門へと発展できるものと
確信している。本研究がその一助になれば幸い
である。
本研究は，2014年度マネジメント第２委員会
第３小委員会のメンバー，中田知久（帝人ファ
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オネクスト），草野卓（ヤフー），高木豊（フジ
クラ），中川和基（三菱瓦斯化学），三浦孝文（ダ
イキン工業），山本充（富士フイルム）及び
2015年度マネジメント第２委員会第３小委員会
のメンバー，中田知久（帝人ファーマ；小委員
長），岡潤（清水建設；小委員長補佐），上村浩之 

（リコー），小笠原孝（ソシオネクスト），後藤大輔 
（NTN），高木豊（フジクラ），林泰斗（JSR），
三浦孝文（ダイキン工業），山本充（富士フイ
ルム）による研究結果を取りまとめたものであ
り，2015年度メンバーが執筆を担当した。
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